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財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針
　	　「公益法人会計基準」（平成20年４月11日	 最終改正令和２年５月15日　内閣府公益認定等委員会）を採用して
いる。
　１）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　満期保有目的の債券･････････････････ 取得原価によっている。
　２）デリバティブの評価方法
　　　デリバティブ･･･････････････････････ 時価法によっている。
　３）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　その他の棚卸資産･･･････････････････ 最終仕入原価法又は個別原価法によっている。
　４）固定資産の減価償却の方法
　　⑴有形固定資産（リース資産を除く）
　　　①建物･････････････････････････････ 定額法によっている。
　　　②建物付属設備、構築物･････････････ 平成28年３月31日以前に取得したもの ･････ 定率法によっている。		
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成28年４月１日以降に取得したもの ･････ 定額法によっている。
　　　③什器備品･････････････････････････ 定率法によっている。
　　⑵無形固定資産（リース資産を除く）
　　　①ソフトウェア･････････････････････ 利用可能期間（５年）に基づく定額法によっている。
　　　②コンテンツ･･･････････････････････ 見積サービス提供期間（３年以内）に基づく定額法によっている。
　　⑶リース資産
　　　①	所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 ･･･ 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法

と同一の方法によっている。
　　　②	所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 ･･･ リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法によっている。
　５）引当金の計上基準
　　⑴貸倒引当金
　　　	債権の貸倒に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等については個別の回収可

能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。
　　⑵役員退職慰労引当金
　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、理事報酬規則に基づく期末要支給額を計上している。
　　⑶退職給付引当金
　　　職員の退職給付に備えるため、期末退職給与の自己都合要支給額に相当する額を計上している。
　　⑷役員賞与引当金
　　　	役員に対する賞与の支給に備えるため、理事報酬規則に基づく支給見込額のうち当期に帰属する額を計上し

ている。
　　⑸賞与引当金
　　　職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。
　６）キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　　　資金の範囲には、現金及び現金同等物を含めている。
　７）消費税等の会計処理
　　　消費税等の会計処理は税込方式によっている。
　８）ヘッジ会計の方針
　　⑴ヘッジ会計の方法
　　　繰延ヘッジを採用している。
　　⑵ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　ヘッジ手段　
　　　　為替予約
　　　ヘッジ対象
　　　　外貨建予定取引
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　　⑶ヘッジ方針
　　　主に当法人の内規である「資金管理外国通貨運用細則」に基づき、為替変動リスクをヘッジしている。
　　⑷ヘッジ有効性評価の方法
　　　	為替予約取引は、ヘッジ方針に基づき、同一通貨で同一期日の為替予約を締結しており、その後の為替相場

の変動による相関関係が確保されているため、有効性の評価を省略している。

２．特定資産の増減額及びその残高
　　特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）
科　　　　　目 前 期 末 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 当 期 末 残 高

特　定　資　産
土 地 3,124,014,511 0 0 3,124,014,511
建 物 1,338,912,637 0 52,241,713 1,286,670,924
建 物 付 属 設 備 649,274,754 218,570,699 68,399,753 799,445,700
構 築 物 6,016,148 0 1,036,305 4,979,843
什 器 備 品 37 0 0 37
ソ フ ト ウ ェ ア 146,049,242 350,622,529 99,527,511 397,144,260
ソ フ トウェア仮勘定 286,068,200 0 286,068,200 0
コ ン テ ン ツ 4,472,076 10,692,000 3,500,817 11,663,259
商 標 権 138,060 0 25,488 112,572
役員退職慰労引当資産 48,738,998 12,548,000 4,458,000 56,828,998
退 職 給 付 引 当 資 産 573,435,352 81,356,206 67,169,396 587,622,162
原宿会館建替積立資産 1,912,701,858 72,486,544 0 1,985,188,402
看護研修学校建替積立資産 2,616,449,996 102,741,666 0 2,719,191,662
基 金 積 立 資 産 347,492,937 0 0 347,492,937
修 繕 積 立 資 産 68,522,434 41,000,000 31,926,169 77,596,265
ICN 東京大会記念奨学金
事 業 積 立 資 産 345,000,000 18,989 18,989 345,000,000

石橋美和子がんCNS奨学金
事 業 積 立 資 産 40,000,000 2,524 2,524 40,000,000

認定看護師教育課程奨学金
事 業 積 立 資 産 160,108,030 355,720 355,720 160,108,030

小倉一春大学院教育（国際看
護等）奨学金事業積立資産 2,911,508 0 2,534,155 377,353

奨 学 金事業積立資産 597,650,578 937,220 1,155,268 597,432,530
奨 学 金 事 業 積 立 資 産
（ICN財団受贈運用資産） 390,895,515 0 0 390,895,515

災害支援事業積立資産 8,889,200 2,000,000 0 10,889,200
働き続けられる労働条件・
環境づくり支援事業積立資産 2,603,087 369,000 2,071,300 900,787

准看護師事業積立資産 0 736,305 0 736,305

預 り 保証金引当資産 323,560,600 0 0 323,560,600
合 計 12,993,905,758 894,437,402 620,491,308 13,267,851,852
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３．特定資産の財源等の内訳
　　特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　　　目 当 期 末 残 高 （うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に�
対応する額）

特　定　資　産
土 地 3,124,014,511 （1,011,784,047） （2,112,230,464） ―
建 物 1,286,670,924 （358,009,452） （928,661,472） ―
建 物 付 属 設 備 799,445,700 （7,980,405） （791,465,295） ―
構 築 物 4,979,843 （723,228） （4,256,615） ―
什 器 備 品 37 （17） （20） ―
ソ フ ト ウ ェ ア 397,144,260 （397,144,076） （184） ―
コ ン テ ン ツ 11,663,259 （11,663,259） （0） ―
商 標 権 112,572 （112,572） （0） ―
役員退職慰労引当資産 56,828,998 ― ― （56,828,998）
退 職 給 付 引 当 資 産 587,622,162 ― ― （587,622,162）
原宿会館建替積立資産 1,985,188,402 （0） （1,985,188,402） ―
看護研修学校建替積立資産 2,719,191,662 （0） （2,719,191,662） ―
基 金 積 立 資 産 347,492,937 （0） （347,492,937） ―
修 繕 積 立 資 産 77,596,265 （0） （77,596,265） ―
ICN東京大会記念奨学金
事 業 積 立 資 産 345,103,102 （345,000,000） （103,102） ―

ICN東京大会記念奨学金
事 業 貸 倒 引 当 金 △△103,102 ― （△△103,102） ―

石 橋 美 和 子 が んCNS
奨 学金事業積立資産 40,008,520 （40,000,000） （8,520） ―

石 橋 美 和 子 が んCNS
奨学金事業貸倒引当金 △△8,520 ― （△△8,520） ―

認定看護師教育課程奨学金
事 業 積 立 資 産 160,528,259 （160,108,030） （420,229） ―

認定看護師教育課程奨学金
事 業 貸 倒 引 当 金 △△420,229 ― （△△420,229） ―

小倉一春大学院教育（国際看
護等）奨学金事業積立資産 377,353 （377,353） （0） ―

奨学金事業積立資産 600,000,000 （0） （600,000,000） ―
奨学金事業貸倒引当金 △△2,567,470 ― （△△2,567,470） ―
奨 学 金 事 業 積 立 資 産
（ICN財団受贈運用資産） 390,895,515 （390,895,515） （0） ―

災害支援事業積立資産 10,889,200 （10,889,200） （0） ―
働き続けられる労働条件・
環境づくり支援事業積立資産 900,787 （900,787） （0） ―

准看護師事業積立資産 736,305 （736,305） （0） ―
預り保証金引当資産 323,560,600 ― ― （323,560,600）
合 計 13,267,851,852 （2,736,324,246） （9,563,515,846） （968,011,760）

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）
科　　　　　目 取　得　価　額 減価償却累計額 当 期 末 残 高

特　定　資　産
建 物 2,802,530,576 1,515,859,652 1,286,670,924
建 物 付 属 設 備 2,164,903,147 1,365,457,447 799,445,700
構 築 物 121,077,089 116,097,246 4,979,843
什 器 備 品 53,741,778 53,741,741 37
小 計 5,142,252,590 3,051,156,086 2,091,096,504
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（単位：円）
科　　　　　目 取　得　価　額 減価償却累計額 当 期 末 残 高

そ の 他 固 定 資 産 	
建 物 35,313,336 16,366,813 18,946,523
建 物 付 属 設 備 116,284,321 59,464,372 56,819,949
構 築 物 1,144,942 573,561 571,381
什 器 備 品 244,169,311 217,597,914 26,571,397
有 形 リ ー ス 資 産 307,368,736 173,159,940 134,208,796
小 計 704,280,646 467,162,600 237,118,046

合 計 5,846,533,236 3,518,318,686 2,328,214,550

５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は次のとおりである。

（単位：円）
種類及び銘柄 帳　簿　価　額 時　　　　　価 評　価　損　益

債券	（ 退 職 給 付 引 当 資 産 ）
第174回大阪府公募公債 49,977,500 49,880,000 △△97,500
第７回京都府公募公債 100,000,000 97,690,000 △△2,310,000
第５回福岡県公募公債 100,000,000 97,350,000 △△2,650,000
小 計 249,977,500 244,920,000 △△5,057,500

債券	（ 建 替 積 立 資 産 ）
 原宿会館建替積立資産
第11回愛知県公募公債 100,000,000 98,700,000 △△1,300,000
第７回北海道公募公債 300,000,000 294,450,000 △△5,550,000
第８回北海道公募公債 299,970,000 291,600,000 △△8,370,000
第11回北海道公募公債 100,000,000 94,790,000 △△5,210,000
第１回岐阜県公募公債 100,000,000 94,810,000 △△5,190,000
第２回大分県公募公債 100,000,000 94,810,000 △△5,190,000
第10回愛知県公募公債 100,000,000 94,140,000 △△5,860,000
第５回千葉県公募公債 100,000,000 92,550,000 △△7,450,000
第８回北海道公募公債 100,000,000 95,190,000 △△4,810,000
第８回愛知県公募公債 300,000,000 278,557,200 △△21,442,800
第265回神奈川県公募公債 100,000,000 95,273,300 △△4,726,700
第８回愛知県公募公債 100,000,000 95,164,000 △△4,836,000
 看護研修学校建替積立資産
第423回大阪府公募公債 698,901,000 686,700,000 △△12,201,000
第10回北海道公募公債 100,000,000 99,710,000 △△290,000
第88回神奈川県公募公債 100,000,000 98,990,000 △△1,010,000
第６回京都府公募公債 200,000,000 195,780,000 △△4,220,000
第６回北海道公募公債 100,000,000 97,860,000 △△2,140,000
第１回京都市公募公債 100,000,000 97,470,000 △△2,530,000
第２回京都市公募公債 100,000,000 97,740,000 △△2,260,000
第６回北海道公募公債 100,000,000 97,250,000 △△2,750,000
第２回京都市公募公債 100,000,000 97,762,300 △△2,237,700
第９回愛知県公募公債 200,000,000 195,524,600 △△4,475,400
第206回大阪府公募公債 300,000,000 292,248,900 △△7,751,100
第10回静岡県公募公債 100,000,000 98,051,800 △△1,948,200
第18回群馬県公募公債 100,000,000 97,813,300 △△2,186,700
第６回北海道公募公債 100,000,000 97,281,800 △△2,718,200
第２回島根県公募公債 100,000,000 97,331,500 △△2,668,500
第５回京都府公募公債 100,000,000 97,440,300 △△2,559,700
小 計 4,398,871,000 4,264,989,000 △△133,882,000

債券	（奨学金事業積立資産（ICN財団受贈運用資産））
第11回愛知県公募公債 100,000,000 98,679,000 △△1,321,000
第783回東京都公募公債 90,000,000 87,621,210 △△2,378,790
第１回島根県公募公債 100,000,000 94,977,900 △△5,022,100
第７回北海道公募公債 100,000,000 99,970,000 △△30,000
小 計 390,000,000 381,248,110 △△8,751,890

合 計 5,038,848,500 4,891,157,110 △△147,691,390
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６．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

補助金等の名称 交　付　者 前　期　末�
残　　　高 当期増加額 当期減少額 当　期　末�

残　　　高
貸借対照表上
の記載区分

補	助	金
平成23年度以前看護研修セン
ター建築事業補助金

日本財団 12,640,961 0 2,777,165 9,863,796 指定正味財産

平成30年度医療関係者研修費
等補助金（中央ナースセン
ター事業）

厚生労働省 138,060 0 25,488 112,572 指定正味財産

令和２年度医療施設運営費等
補助金（中央ナースセンター
事業）

厚生労働省 16,422,010 0 9,291,480 7,130,530 指定正味財産

令和３年度医療施設運営費等
補助金（中央ナースセンター
事業）

厚生労働省 38,551,994 0 13,962,080 24,589,914 指定正味財産

令和４年度医療施設運営費等
補助金（中央ナースセンター
事業）

厚生労働省 27,681,464 0 7,434,680 20,246,784 指定正味財産

令和５年度医療施設運営費等
補助金（中央ナースセンター
事業）

厚生労働省 30,757,031 0 7,001,666 23,755,365 指定正味財産

令和６年度医療施設運営費等
補助金（中央ナースセンター
事業）

厚生労働省 0 286,694,000 226,335,761 60,358,239 指定正味財産

令和５年度医療施設運営費等
補助金（ナースセンター・コ
ンピュータ・システム改修事
業）

厚生労働省 286,068,000 0 23,839,000 262,229,000 指定正味財産

令和６年度医療施設運営費等
補助金（看護職員確保対策特
別事業）（離職時の届出制度
に関する認知度等調査事業 )

厚生労働省 0 6,500,000 6,500,000 0

令和４年度医療施設運営費等
補助金（看護業務効率化先進
事例収集・周知事業）

厚生労働省 2,794,630 0 1,765,946 1,028,684 指定正味財産

令和５年度医療施設運営費等
補助金（看護業務効率化先進
事例収集・周知事業）

厚生労働省 835,978 0 417,989 417,989 指定正味財産

令和６年度医療施設運営費等
補助金（看護職員確保対策特
別事業）（助産師の役割に関
する普及啓発推進事業）

厚生労働省 0 2,000,000 695,352 1,304,648 指定正味財産

令和６年度医療施設運営費等
補助金（新人看護職員等の就
業継続支援事業）

厚生労働省 0 28,487,000 21,054,318 7,432,682 指定正味財産

令和６年度医療施設運営費等
補助金（看護職員確保対策特
別事業）	（「看護の日・看護週
間」中央行事事業）

厚生労働省 0 6,210,000 6,210,000 0

令和６年度医療施設運営費等
補助金（災害・感染症に係る
看護職員確保事業）

厚生労働省 0 55,626,681 55,626,681 0

令和６年度医療施設運営費等
補助金（特定行為研修の組織
定着化支援事業推進に係る
ワークショップ等開催事業）

厚生労働省 0 8,929,000 8,929,000 0

令和６年度医療施設運営費等
補助金（看護師の特定行為に
係る指導者育成事業）

厚生労働省 0 4,680,000 4,680,000 0

令和５年度新型コロナウイル
ス感染症対応看護職員等の人
材確保事業費補助金（新興感
染症等に係る看護職員等確保
事業（研修実施））

厚生労働省 627,000 0 313,500 313,500 指定正味財産
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（単位：円）

補助金等の名称 交　付　者 前　期　末�
残　　　高 当期増加額 当期減少額 当　期　末�

残　　　高
貸借対照表上
の記載区分

第55回日本看護学会学術集会
コンベンション開催助成金

熊本国際観
光コンベン
ション協会

0 1,000,000 1,000,000 0

委	託	費
令和元年度医療関係者研修費
等委託費（中央ナースセン
ター事業）

厚生労働省 32,563,193 0 32,563,193 0

令和６年度先駆的保健活動交
流推進事業委託費

厚生労働省 0 20,469,000 20,469,000 0

令和４年度保健指導支援事業
委託費

厚生労働省 288,018 0 288,018 0

令和６年度保健指導支援事業
委託費

厚生労働省 0 6,485,000 6,485,000 0

合　　　　　　　　　計 449,368,339 427,080,681 457,665,317 418,783,703

７．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）
内　　　　　容 金　　　額

経常収益への振替額
減価償却費計上による振替額 130,140,498
働き続けられる労働条件・環境づくり
支援事業支出による振替額

2,071,300

小倉一春大学院教育（国際看護等）奨
学金事業支出による振替額

2,534,155

公益目的事業支出による振替額 241,934,671
経常外収益への振替額
固定資産除却による振替額 879,686
合 計 377,560,310

８．関連当事者との取引の内容
　　該当なし

９．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引
　⑴現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている金額との関係は以下のとおりである。

前　　　期　　　末 当　　　期　　　末
現金預金勘定 7,553,781,278円 現金預金勘定 7,174,847,344円

預入期間が３ケ月を超える定期預金 	　　　　　0円 預入期間が３ケ月を超える定期預金 00600,000,000円

現金及び現金同等物 7,553,781,278円 現金及び現金同等物 6,574,847,344円

　⑵重要な非資金取引は、以下のとおりである

前　　　期　　　末 当　　　期　　　末
該当なし 該当なし

10．重要な後発事象
　　該当なし

11．その他	
　１）リース取引関係	
　　⑴所有権移転ファイナンス・リース取引
　　　①リース資産の内容
　　　　その他固定資産	
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　　　　視聴覚機器である。
　　　②リース資産の減価償却の方法
　　　　上記「１．重要な会計方針	４）固定資産の減価償却の方法		⑶リース資産」に記載のとおりである。
　　⑵所有権移転外ファイナンス・リース取引	
　　　①リース資産の内容
　　　　その他固定資産
　　　　主としてサーバ、コンピュータ等の什器備品である。
　　　②リース資産の減価償却の方法
　　　　上記「１．重要な会計方針	４）固定資産の減価償却の方法		⑶リース資産」に記載のとおりである。
　２）金融商品の状況	
　　⑴金融商品に対する取組方針
　　　	当法人が金融商品に取り組む際は、安全性、流動性及び効率性を確保することを原則とし、具体的取引は	

資金管理運用規程に従う。
　　⑵金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　　　	資金運用に関しては、預貯金及び元本償還が確実な国債・政府保証債・地方債及びこれらに準じる債券によ

るものとし、発行体の信用リスクの軽減を図る。
　　　また、取得した債券は、原則、満期または期限まで保有し、市場価格変動リスクの軽減を図る。
　　　	デリバティブ取引（為替予約）に関しては、為替変動リスクの軽減を目的に、実需の外貨建取引のみを対象

とし、投機的な取引は行わない。
　　　また、取引の相手方については、相対的に格付けが高い金融機関を選定し、信用リスクの軽減を図る。
　３）賃貸等不動産関係
　　⑴賃貸等不動産の状況に関する事項
　　　	当法人の賃貸等不動産には、東京都において、収益事業として賃貸収益を得ることを目的として一部を賃貸

事業とする日本看護協会ビルなどがある。
　　⑵賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：円）

貸借対照表計上額 当期末の時価
561,667,475 10,032,950,174,

　　（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額である。
　　（注２）		当期末の時価は、土地については主として固定資産税評価額に基づいて当法人で算定した金額であり、

建物については適正な帳簿価格である。
　４）資産除去債務関係
　　⑴資産除去債務の概要
　　　	神戸研修センターの賃貸借契約に基づく退去時の原状回復費用である。
　　⑵資産除去債務の金額の算定方法
　　　	原状回復工事費の見積金額に基づき資産除去債務を計上している。
　　　なお、金利の影響は軽微であるため割引計算は実施していない。
　　⑶当年度における資産除去債務の総額の増減

（単位：円）

期首残高 0
見積りの変更による増加額 89,500,000
資産除去債務の履行による減少額 0
期末残高 89,500,000

　　⑷資産除去債務の見積りの変更
　　　	当年度において、2026年３月に神戸研修センターを閉所することを決定したことに伴い、退去時に発生が見

込まれる原状回復費用89,500,000円を資産除去債務として計上している。
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附属明細書

１．特定資産の明細
　　財務諸表に対する注記「2. 特定資産の増減額及びその残高」に記載しているため省略している。

２．引当金の明細
（単位：円）

科　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他（注）

役員賞与引当金 9,664,884 9,702,687 9,664,884 0 9,702,687

賞与引当金 104,499,125 108,671,291 104,499,125 0 108,671,291

役員退職慰労引当金 48,738,998 12,548,000 4,458,000 0 56,828,998

退職給付引当金 573,435,352 81,356,206 67,169,396 0 587,622,162

奨学金事業貸倒引当金 2,349,422 1,155,268 740,000 197,220 2,567,470

ICN 東 京 大 会 記 念
奨学金事業貸倒引当金 84,113 18,989 0 0 103,102

石橋美和子がんCNS
奨学金事業貸倒引当金 11,044 0 0 2,524 8,520

認定看護師教育課程
奨学金事業貸倒引当金 64,509 355,720 0 0 420,229

（注）	・	奨学金事業貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、債権の回収等による取崩額である。
	 ・	石橋美和子がんCNS奨学金事業貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による

取崩額である（差額補充法）。




